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（ 公 印 省 略 ）

防衛装備庁における原価調査細部実施要領について（通知）

標記について、防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令（平成２７年防

衛装備庁訓令第３５号）第２０条の規定に基づき、防衛装備庁における原価調査細部

実施要領について、別紙のとおり定めたので通知する。
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写送付先：東海防衛支局長、宇都宮防衛事務所長、舞鶴防衛事務所長、岐阜防衛事務

所長、玉野防衛事務所長



別紙

防衛装備庁における原価調査細部実施要領

１ 趣旨

この要領は、防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令（平成２７年防

衛装備庁訓令第３５号。以下「訓令」という。）第１９条の規定に基づき、原価調

査に必要な事項を定めるものとする。

２ 用語の意義

この要領において用いる用語の意義は、訓令に定めるもののほか、次の各号に定

めるところによる。

⑴ 物別官 調達事業部需品調達官、調達事業部武器調達官、調達事業部電子音響

調達官、調達事業部艦船調達官、調達事業部航空機調達官及び調達事業部輸入調

達官をいう。

⑵ 物別室長 調達事業部需品調達官付試作・基盤強化措置室長、調達事業部需品

調達官付機械車両室長、調達事業部武器調達官付弾火薬室長、調達事業部電子音

響調達官付通信電気室長、調達事業部電子音響調達官付電子計算機室長、調達事

業部艦船調達官付誘導武器室長、調達事業部航空機調達官付航空機部品器材室長

及び調達事業部輸入調達官付有償援助調達室長をいう。

⑶ 物別官室長 物別官及び物別室長をいう。

⑷ 原価監査官 防衛装備庁における原価監査事務に関する訓令（平成２７年防衛

装備庁訓令第３６号）第２条第４号に規定する原価監査官をいう。

⑸ 補助者 中央調達における支出負担行為担当官等の補助者の指定について（装

管調第５７５３号。令和６年３月２９日）第４項の規定により任命された者であ

って、地方防衛局等に所属する者のうち最上位の者をいう。

３ 原価調査に関する事務の調整

原価調査に関する事務の調整は、調達管理部原価管理官（以下「原価管理官」と

いう。）が行うものとする。

４ 原価調査の範囲

原価調査は、次の各号に掲げる場合において、契約条項に基づき、じ後の調達に

おける予定価格の算定に当たって調達価格の適正を期するため装備品等の実際原価

の全部又は一部を確認するために行うものとする。

⑴ 装備品等の次回調達に当該装備品等の実際原価を考慮する必要がある場合



⑵ 装備品等の調達に当該装備品等の原単位計算標準及び価格計算標準を設定する

必要がある場合

⑶ 装備品等の予定価格の算定方法を制定又は改定する必要がある場合

⑷ その他装備品等の調達に関連して実際原価を確認する必要がある場合

５ 原価調査の担当区分

⑴ 原価調査の担当区分は、じ後の調達における予定価格の算定事務を所掌する物

別官室長とする。

⑵ 物別官室長は、原価調査の全部又は一部について前号の担当区分により難い場

合は、原価管理官及び調査を依頼する物別官室長と協議のうえ、担当官の承認を

受け担当区分を定めるものとする。

６ 原価調査実施計画の作成

⑴ 訓令第１２条に規定する原価調査実施計画書の記載事項は、アからエまでに掲

げる事項とする。

ア 調査実施対象品目

イ 調査予定会社及び事業所

ウ 原価調査の担当区分

エ その他必要事項

⑵ 調達事業部長は、原価調査実施計画書を作成した場合には、調達管理部長にそ

の写しを送付するものとする。訓令第１４条の規定に基づく計画の見直しを行っ

た場合についても同様とする。

７ 原価調査実施要領の作成

⑴ 訓令第１３条に規定する原価調査実施要領の記載は、調査の実施対象（調達要

求番号、品名、数量及び契約金額並びに契約相手方及び製造場所を記載）につい

て、次のアからカまでに掲げる項目とする。

ア 原価調査の範囲

イ 調査の期間

ウ 調査報告書の内訳の様式

エ 調査報告書の提出期限

オ 備考

カ 添付書類

⑵ 物別官室長は、原価調査実施要領を作成した場合には、原価管理官にその写し

を送付するものとする。



８ 原価調査の指令又は依頼

⑴ 物別官室長は、訓令第１３条の規定に基づき原価調査を実施する職員には、原

価調査指令書（別記様式第１号）に原価調査実施要領を添付して指示するものと

する。

⑵ 物別官室長は、訓令第１５条第１項の規定に基づき依頼をする場合には、あら

かじめ原価管理官又は補助者に協議するものとする。

⑶ 物別官室長は、前号の規定に基づく協議の結果、補助者に原価調査を依頼する

場合には、原価調査依頼書（別記様式第２号。以下「依頼書」という。）に原価

調査実施要領を添付して、原価調査の実施を依頼するものとする。

⑷ 依頼書の送付を受けた補助者は、原価調査指令書を作成し、所属する原価監査

官に対して当該原価調査指令書に原価調査実施要領を添付して原価調査の指示を

行うとともに、当該原価調査指令書の写しを物別官室長に送付するものとする。

⑸ 第１号の規定は、物別官室長が第２号の規定に基づく協議の結果、原価管理官

に原価調査の実施を依頼する場合の指令について準用する。

⑹ 前各号の規定は、原価調査の指令を行った後に原価調査指令書の変更を行う場

合について準用する。

９ 契約相手方への通知の様式

訓令第１６条の規定に基づく契約相手方に対する通知の様式は、別記様式第３号

とする。

１０ 原価調査の個別実施要領

物別官室長は、原価調査の実施（他の物別官室長、原価管理官又は補助者に依頼

して実施する調査を含む。）に当たり、調査の項目、細部要領等を示すために必要

がある場合には、原価管理官に協力を求めることができる。

１１ 原価調査の報告

⑴ 原価調査を終了した場合には、原価調査報告書（別記様式第４号）を作成し、

物別官室長（原価調査の実施が、物別官室長以外のものにあっては、原価管理官

又は補助者を経て物別官室長）に送付するものとする。

⑵ 物別官室長は、前号に規定する原価調査報告書を受けた場合には、写しを原価

管理官に送付するものとする。

１２ 紛争の通知書の様式

訓令第１８条第１項の規定に基づく紛争発生通知書の様式は、別記様式第５号と

する。



１３ 決裁及び報告の特例

訓令に基づき実施する事務において、調達事業部需品調達官付試作・基盤強化措

置室長、調達事業部需品調達官付機械車両室長、調達事業部武器調達官付弾火薬室

長、調達事業部電子音響調達官付通信電気室長、調達事業部電子音響調達官付電子

計算機室長、調達事業部艦船調達官付誘導武器室長、調達事業部航空機調達官付航

空機部品器材室長及び調達事業部輸入調達官付有償援助調達室長が決裁を受け、又

は報告を行う際、それぞれ所属する調達事業部需品調達官、調達事業部武器調達官、

調達事業部電子音響調達官、調達事業部艦船調達官、調達事業部航空機調達官及び

調達事業部輸入調達官については、合議又は報告を要さないものとする。

１４ 経過措置

⑴ 平成２７年１０月１日より前に、予定価格算定事務に関する達（平成１８年装

備本部達第４８号）により行われた措置は、この要領により行われたものとみな

す。

⑵ 令和６年９月１日の改正前の要領に規定する様式は、当分の間、改正後の要領

に規定する様式とみなして使用することができる。

⑶ この要領の規定により作成することとされている書類等（書類、調書その他文

字、図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下同じ。）については、当該書類等に記載すべき事項を

記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、防衛装備庁行政文書管理細則に

ついて（装官総第５０８５号。令和４年３月３１日）第１章第４第１項第１号オ

に規定する業務システム（以下「業務システム」という。）により作成したもの

をいう。以下同じ。）の作成をもって、当該書類等の作成に代えることができる。

この場合において、当該電磁的記録は当該書類等とみなす。

⑷ この要領の規定による書類等の提出については、当該書類等が電磁的記録をも

って作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法で

あって、業務システムを活用するものをいう。次号において同じ。）をもって行

うことができる。この場合において、当該書類等への押印の措置は不要とする。

⑸ 前号の規定により書類等の提出が電磁的方法によって行われたときは、当該書

類等の提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該提出を受けるべき者に到達したものとみなす。



別記様式第１号（第８項第１号及び第４号関係）

原　価　調　査　指　令　書

　　　　　　　　　　　　　　　殿

（選択）＊１　

　下記のとおり原価調査を指令する。

記

１

２

３

４

５

添付書類：原価調査実施要領

〔記載要領〕

（選択）＊１：物別官室長、原価管理官又は補助者のいずれかを記入

発 簡 年 月 日

備 考

品 名

契約相手方及び
製造場所

原価調査の範囲

調 達 要 求 番 号



別記様式第２号（第８項第３号関係）

　　　　第　　　号

発簡年月日

原価調査（変更）依頼書

　原価調査（変更）について下記のとおり依頼する。

記

１

２

３

４

５

６

７

８

　添付書類：契約書
　　　　　　覚　書
　　　　　　原価調査実施要領
　　　　　　その他

〇〇〇〇

報告書の提出期限

備　　　　　　考

調 達 要 求 番 号

品 名

契約相手方及び製
造場所

原価調査の担当区
分

原 価 調 査 の 範 囲

原 価 調 査 期 間

殿

原価監査官の所属部署名を記入



別記様式第３号（第９項関係）

第　　　号

発簡年月日

会社名

代表者名                       

（選択）＊１

原 価 調 査 の 実 施 に つ い て

　調達要求番号　

　品　名

　　　標記について、下記のとおり原価調査を実施したいのでよろしく

　　御配慮願いたい。

記

１　派遣する職員

２　原価調査の範囲

３　調 査 期 間 　　　年　月　日～　　　年　月　日

４　備 考

〔記載要領〕
（選択）＊１：物別官室長、原価管理官又は補助者のいずれかを記入



別記様式第４号（第１１項第１号関係）

　　　　年　　月　　日

　防衛装備庁

　　調達事業部

　　　〇〇〇〇　　　　　　　殿

〇〇〇〇

１　原価調査対象の概要

　(1)原価調査担当区分通知書番号

　(2)調達要求番号

　(3)品　　　　名

　(4)契約金額及び数量

　(5)契約相手方及び製造場所

２　原価調査実施の概要

　(1)原価調査の範囲

　(2)担当者氏名

３　備考

添付書類：

原価調査報告書



別記様式第５号（第１２項関係）

発簡年月日

調達事業部長　殿

〇〇〇〇

紛　争　発　生　通　知　書

　標記について、下記契約物品に係る紛争が別紙のとおり発生したので、調整解決を

図られたく通知する。

記

調達要求番号 　契約保証金

　納　　　期 　　　　年　　月　　日

　　　　　　第　　　　号

数　　　　量

単　　　　価 ￥ 認 　番　号 第　　　　　　号

金　　　　額 ￥ 証 　年月日 　　　　年　　月　　日

添付資料：別紙

備考　紛争事項に関する参考書類がある場合には、この書に添付すること。

１　紛争発生年月日及び発生場所

　　　　発 生 年 月 日　　　　　　　年　　月　　日

　　　　発  生  場  所

２　紛争が発生した事項

３　紛争発生事由

４　その他必要と認める事項

５　紛争処理に対する所見

文書番号

品 名

契約番号


